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九州運輸局

評価対象事業名：地域公共交通調査事業（計画策定事業（地域公共交通協働トライアル推進事業含む））

地方運輸局等における
二次評価結果

③計画策定に向けた方針
又は事業の今後の改善点

評価結果

地域公共交通確保維持改善事業・事業評価総括表
（地域公共交通調査等事業）

令和3年3月31日

協議会名 ①事業の結果概要

協議会における事業評価結果

備考
②事業
実施の
適切性

【事業内容】
（１）「県全体の幹線公共交通ネット
ワークの提示」に　必要な情報の
把握・整理
（２）「コミュニティ交通の充実に向
けたロードマップの提示」に必要な
情報の把握・整理
（３）地域公共交通計画（案）のとり
まとめ
（４）協議会開催

【結果概要】
（１）生活機能施設の集積状況や
公共交通の乗降者数等を基にし
た”拠点”の設定、鉄軌道・バス路
線等を骨格とする”幹線公共交通
ネットワーク”の設定により、本県
における幹線公共交通ネットワー
クの考え方を示した。
（２）市町村アンケート結果等を基
に、コミュニティ交通施策に係る課
題・隘路を把握し、それを基にした
施策の方向性を定め、コミュニティ
交通の充実に向けた指針を示し
た。
（３）（１）、（２）を踏まえ、計画（案）
をとりまとめた。
（４）地域ブロック部会を８回（２回
×４地域）、本体協議会を２回開催
し、関係者との合意形成を行った。

A

　本県の地域公共交通は、「県民の移動ニーズの変化・多
様化」、「移動ニーズに対応する輸送資源のひっ迫」という
対立する２つの現状に直面しており、その中で各地域の実
情に応じた公共交通網を維持・確保していくことが課題。そ
のためには、「限られた輸送資源を総動員して、公共交通
サービスの効果を最大化する」ことが必要であり、この認識
を県、市町村、交通事業者等の関係者が共有し、適切な役
割分担の下、取組を進めていくため、計画の基本的な方針
及び目標を次のとおり定め、その達成に向けた施策・事業
を実施する。

【計画の基本的な方針】
　社会動態の変容によって絶え間なく変化・多様化する県
民の移動ニーズを満たす、地域公共交通施策の展開～公
共交通の持つ効果の最大化に向けた輸送資源の総動員
～

【計画の目標】
（１）持続可能な幹線公共交通ネットワークの構築
（２）輸送資源の総動員によるコミュニティ交通の充実

今回実施された調査事業は適
切に実施されているものと考え
られます。特に、広域計画とし
て幹線交通を位置づけたことは
評価できます。
今後は、今回の調査で整理さ
れた熊本県内における公共交
通の現状や課題を踏まえ、各
市町村協議会と連携し、地域
の理解を得ながら、関係者間で
協働した効果的な取組が着実
に実施されることを期待しま
す。
なお、今後の協議会の開催に
当たっては、コロナ禍の影響を
踏まえ、対面とオンライン会議
を組み合わせるなど、丁寧な合
意形成を図るための開催方法
の工夫の検討も期待します。

熊本県地域公
共交通協議会

【地域公共交通
協働トライアル
推進事業】

事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた
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A

R3.1月末～2月初旬開催予定の協議会において、素案を審
議

【基本方針１】
だれもが安心して生活できる移動環境の創造
　・市町村との連携により、県民や来訪者のだれもが公共
交通によって行きたいところに行ける公共交通ネットワーク
を構築するとともに、人口減少・高齢化社会においても地域
に安心して生活できる環境を創造し、県内各地への定住推
進を図る。また、高齢者の外出を促進し、健康的な地域社
会の維持を図る。

【基本方針２】
効率的で持続可能な都市圏の構築
　・谷あいの複数の軸に分散した集落や半島の沿岸部に点
在する地域拠点等の分散的な都市構造に対し、まちづくり・
観光・教育政策との連動のもと、公共交通利用の推進を図
ることにより、拠点を結ぶ軸を強化し、効率的で持続可能な
都市圏の構築を目指す。

【基本方針３】
交流促進による地域活力の維持・向上
　・来訪者でも利用しやすい公共交通環境を構築し、観光
やビジネス等での公共交通利用の推進を図る。また、地方
創生に向けた取り組みと連携して地域へのヒト・モノ・カネ
の流入を促進し、地域活力の維持・向上を図る。

今回実施された調査事業は、
概ね適切に実施されているも
のと考えられます。特に、広域
計画として幹線交通を位置づ
けたことは評価できますが、一
方で、実施事業については具
体的化が求められると考えま
す。特に、本計画では、「検討」
でとどまっている取組や実施主
体が曖昧な取組も散見され、今
後計画を推進するに当たり、一
層の進展が望まれます。
今回の調査で整理された大分
県西部圏における公共交通の
現状や課題を踏まえ、各市町
村協議会と連携し、地域の理
解を得ながら、関係者間で協働
した効果的な取組が着実に実
施されることを期待します。
なお、今後の協議会の開催に
当たっては、コロナ禍の影響を
踏まえ、対面とオンライン会議
を組み合わせるなど、丁寧な合
意形成を図るための開催方法
の工夫の検討も期待します。

　新型コロナウイルスの影
響により、会議の開催回数
は事業計画段階から減
少。（協議会：△１回、分科
会：△１回）
　その中でも、感染症対策
を講じたうえでの少人数に
よる検討会や電話、メール
でのやりとり等で連絡、調
整を行い、住民アンケート
調査、高校生アンケート調
査、乗降調査を実施し、事
業は適切に実施された。
　策定予定の地域公共交
通計画を元に、引き続き、
市町村や事業者等との協
議、検討を重ね、計画に
沿った地域公共交通網の
実現に努めたい。

大分県地域公
共交通活性化
協議会

【地域公共交通
協働トライアル
推進事業】

【計画策定調査事業の主な内容】
○対象地域の公共交通の全体像
の整理
○バス路線の利用状況調査
○沿線住民意向調査
○幹線バス路線を中心とした対象
地域の公共交通全体の将来像の
検討
○将来像による対象地域への影
響分析
○地域公共交通網形成計画案の
作成
○協議会の運営

【調査事業の結果概要】
　住民アンケート調査、高校生アン
ケート調査、乗降調査から、各バ
ス事業者が運行する地域間幹線
系統を中心とした各系統の時間帯
や平日・土日祝日の利用状況の違
い、運行区間、利用者の年齢層な
どによる利用頻度の違いが把握で
きた。
　これらの調査結果を踏まえ、関
係市町村、事業者と協議を行うこ
とにより、「まちづくり政策」、「観光
政策」、「教育政策」などの視点か
ら、市町村や事業者等と連携して
公共交通網の見直し案を検討し
た。
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当初の計画どおりに事業
は適切に実施された。

【筑後市地域公共交通計画作成調査業務】

・令和2年度に検討した筑後市地域公共交通計画（案）にお
ける目標、施策を踏まえ実現化するための調査を実施
・令和3年度半ばまでに筑後市地域公共交通計画（案）に
係るパブリックコメントを実施
・令和3年度中に筑後市地域公共交通計画を策定

【基本方針】
Ⅰ：持続的な公共交通網の維持に向けた利用促進
Ⅱ：校区・行政区単位の地域コミュニティの活力の維持・向
上に向けた移動の促進
Ⅲ：多様なモードが相互に連携した公共交通網の構築

【事業内容】
・地域内の公共交通に関する状況
調査・把握
・地域住民のニーズ調査
・地域内の公共交通に関する課題
整理
・地域公共交通計画（案）作成
【結果概要】
・市民アンケート調査・OD調査を実
施し、事業者ヒアリングの結果、利
用状況のデータや既存統計資料も
併せて現況整理を行った。
・上記調査結果等に基づき。総合
的かつ持続可能な地域公共交通
ネットワーク構築に向けた課題や
問題点を整理すると共に、公共交
通の活性化・再生に向けた取り組
みの方向性を検討した。
・以上の内容を踏まえ、筑後市地
域公共交通計画（案）を作成。

A

今回実施された調査事業は、
概ね適切に実施されているも
のと考えられます。
今回の調査で整理された筑後
市における公共交通の現状や
課題を踏まえ、新幹線、鉄道、
路線バス、コミュニティ自動車
等の多様なモードが相互に連
携した公共交通網の構築がな
されることを期待します。
また、地域公共交通計画の実
行に当たっては、「第六次筑後
市総合計画」等の上位計画を
踏まえた長期的な視点や観光
客（来訪者）の視点も考慮しつ
つ、地域の理解を得ながら、施
策が着実に実施されることを期
待します。
なお、今後の協議会の開催に
当たっては、コロナ禍の影響を
踏まえ、対面とオンライン会議
を組み合わせるなど、丁寧な合
意形成を図るための開催方法
の工夫も検討も期待します。

筑後市地域公
共交通活性化
協議会

 

スケジュール 

    

実施項目 4 月       9 月       12 月       3 月 

1.地域内の公共交通に関する状

況調査・把握 

 

 

2.地域住民のニーズ調査 

 

 

 

3.地域内の公共交通に関する課

題整理 

 

 

4.地域公共交通計画作成 

 

 

 

5.協議会の開催 
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◇利用実態及びニーズ把握調査
福智町の町内巡回バス利用に関
する利用実態・要望等の把握を目
的に調査員による直接乗り込み調
査を実施。
◇交通事業者ヒアリング調査
福智町で公共交通機関を提供して
いる交通事業者等（鉄道、バス、タ
クシー）へ直接ヒアリングを実施
し、意見や要望等の整理を行っ
た。
◇地域の公共交通計画（案）のとり
まとめ調査結果をもとに、上位計
画での地域公共交通の位置づけ
を踏まえながら、地域公共交通の
あるべき姿を検討し、「福智町地域
公共交通計画素案」の整理を行
う。
◇地域公共交通会議を開催
福智町地域公共交通会議４回実
施（内書面協議３
回）。今後は２回開催予定。

A
事業が計画に位置付けら
れた目標を達成する見
込み

【補助対象事業名】
福智町地域公共交通計画策定支援業務
【事業内容】
①地域概況の整理
②上位関連計画等の整理
③公共交通の現状整理
④公共交通冊子の作成
⑤町内巡回バス利用実態調査の実施
⑥事業者ヒアリングの実施
⑦地域公共交通の課題の整理
⑧計画の基本方針・目標の検討
⑨目標の実現のための施策の検討
⑩計画素案の作成
⑪パブリックコメント実施支援
⑫地域公共交通会議の運営支援
⑬幹事会の運営支援
⑭報告書とりまとめ
⑮打合せ協議
【実施期間】
令和２年９月１日～令和３年３月３１日
【計画策定に向けた方針】

え、町民が「住みたい」「住み続けたい」と感じられるまちづ
くり施策の一環として、公共交通サービスの改善、各種取り
組みの推進を図る。

今回実施された調査事業は適
切に実施されているものと考え
られます。
今回の調査で整理された福智
町における公共交通の現状や
課題を踏まえ、鉄道、路線バ
ス、福祉バス等の多様なモード
が相互に連携した交通体系の
効率的な構築がなされることを
期待します。特に、福祉バスの
有償化やデマンド運行の導入
については、住民の意向を踏ま
えつつ、適切な検討がなされる
ことを期待します。
また、地域公共交通計画の実
行に当たっては、町の最上位と
なる総合計画等を踏まえた長
期的な視点や観光客（来訪者）
の視点も考慮しつつ、地域の理
解を得ながら、施策が着実に
実施されることを期待します。
なお、今後の協議会の開催に
当たっては、コロナ禍の影響を
踏まえ、対面とオンライン会議
を組み合わせるなど、丁寧な合
意形成を図るための開催方法
の工夫も検討も期待します。

福智町地域公
共交通会議
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八代市地域公
共交通会議

当初の計画に沿って令和２年１０
月に計画策定
を行うことができた。また、改正さ
れた地域公共
交通活性化再生法に適するように
計画の策定を
行ったことから事業は適切に実施
されたと考え
る。

A

公共交通のあり方や本市における公共交通の問題
点・課題を踏まえて下記の目標を設定
①市街地における地域公共交通サービスの利用増進
を図る
②中山間地域における日常生活を支える公共交通
サービスを確保する
③変化するニーズに応じて適宜、公共交通サービスの
適正化を図る
④鉄道・路線バス・乗合タクシー等の円滑な乗り継ぎ
を確保し、市内外の移動利便性を高める
⑤新技術の積極的な導入によって利便性を高める
⑥市民、事業者、行政が一体となって取り組む体制を
強化する
⑦新型コロナウイルス感染症の影響を受けた公共交
通事業の回復を図る
⑧令和２年７月豪雨で被害を受けた坂本町の復興に
応じた公共交通サービスの提供

今回実施された調査事業は適
切に実施されているものと考え
られます。なお、本計画は令和
２年９月中の策定となったこと
から、今後、必要に応じて同年
12月に施行された活性化再生
法の改正を踏まえた内容の反
映をお願いします。
今回の調査で整理された八代
市における公共交通の現状や
課題を踏まえ、鉄道や路線バ
ス、乗合タクシー、乗用タクシー
等の多様なモードが相互に連
携した交通体系の効率的な構
築がなされることを期待しま
す。また、地域公共交通計画の
実行に当たっては、上位計画で
ある「八代市重点戦略」等を踏
まえた長期的な視点や観光客
（来訪者）の視点も考慮しつつ、
地域の理解を得ながら、施策を
着実に実施されることも期待し
ます。
なお、今後の協議会の開催に
当たっては、コロナ禍の影響を
踏まえ、対面とオンライン会議
を組み合わせるなど、丁寧な合
意形成を図るための開催方法
の工夫も検討も期待します。

当初の計画に沿って令和
２年１０月に計画策定
を行うことができた。また、
改正された地域公共
交通活性化再生法に適す
るように計画の策定を
行ったことから事業は適切
に実施されたと考え
る。
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事業が計画に位置づけら
れたとおり、適切に実施さ
れた。

益城町地域公
共交通会議

〇事業内容
　①住民アンケート調査
　②計画（案）のとりまとめ
　③協議会開催
〇アンケート調査について
　・アンケート調査期間：R2.10.15～
26
　・回収状況：1,606票/3,352票（回
収率47.9％）
〇調査から明らかになった問題点
　1.高齢者の移動サービスの不足
　2.津森地区、福田地区、飯野地
区から市街地までの
　　公共交通サービスの不足
　3.市街地内の公共交通での移動
の自由度が低い
　4.公的施設までの公共交通サー
ビスが不十分
　5.利用が低迷するバス路線の持
続可能性の懸念
　6.乗合タクシーの低い普及率
　7.利用環境の不足・サービスの
周知不足

Ａ

〇補助対象事業名
　　益城町地域公共交通計画策定事業
〇事業内容
　　住民アンケート調査、計画（案）のとりまとめ、
　　協議会開催
〇実施時期
　　令和2年6月～令和3年3月
〇計画策定の方針
　調査から明らかになった「移動需要と公共交通サービス
の対応面での問題点」「公共交通の持続可能性、利用環境
等に関する問題点」を踏まえつつ、平成28年熊本地震から
の復興に向けた都市計画事業やにぎわいづくりなど「まち
づくりから求められる機能」を考慮したものとする。

今回実施された調査事業は適
切に実施されているものと考え
られます。
書面協議と併用しつつもコロナ
禍の中、８回もの協議会開催を
行い、丁寧な合意形成を図ら
れたことを評価します。今後、
復興段階の進捗に応じ、実施
施策の具体化等に取り組まれ
ることを望みます。
今回の調査で整理された益城
町の課題を踏まえ、上位計画
等を踏まえた長期的な視点や
観光客（来訪者）の視点も考慮
しつつ、居住地と都市拠点・地
域拠点、さらには、熊本市をは
じめとする周辺地域とを結ぶ利
便性の高い交通サービスの構
築が着実に実施されることを期
待します。


